
平成１９年３月期      第３四半期財務・業績の概況（連結） 平成１９年１月２５日

株式会社  七十七銀行 上場取引所：東・札      

８３４１ 本社所在都道府県  宮城県

（ＵＲＬ     http://www.77bank.co.jp/）

役職名 氏名 鎌 田     宏

役職名 総合企画部長 氏名 田 村  秀 春 ＴＥＬ（０２２）２６７－１１１１

１．四半期財務情報の作成等に係る事項

①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無     ：有

「四半期財務情報の作成のための基本となる事項」（資料５頁）に記載しております。

②最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：無

③連結及び持分法の適用範囲の異動の有無             ：無

２．平成１９年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成１８年４月１日～平成１８年１２月３１日）

(1)経営成績（連結）の進捗状況 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

(参考）18年3月期

円    銭 円    銭

(参考）18年3月期

(注）経常収益、経常利益、四半期（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率。

(2)財政状態（連結）の変動状況

百万円 百万円 ％ 円    銭

(参考）18年3月期

(注）上記「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）を期末資産の部

 　合計で除した比率であり、「銀行法第14条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件」（平成５年 　

　 ３月31日付大蔵省告示第55号）に基づいて算出する連結自己資本比率ではありません。

３．平成１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

平成18年11月24日に公表した平成19年３月期通期の業績見通しは、変更ありません。

6 5

5, 5 5 7, 3 8 8 3 6 6, 2 4 3   6. 6

6 4

3 8 0, 6 8 2

7 4

8 0

１ 株 当 た り
純 資 産

19年3月期第３四半期

3 5 9, 4 5 8   6. 5 9 4 5

5, 6 0 1, 6 2 3

上場会社名

コード番号

代 表 者

１株当たり四半期（当期）純利益

潜 在 株 式 調 整 後

（ 当 期 ） 純 利 益
１株当たり四半期

18年3月期第３四半期  8 7, 9 6 3

問合せ先責任者

19年3月期第３四半期

経 常 収 益

 9 3, 7 1 4   6. 5

  3. 7

四半期（当期）純利益経 常 利 益

  9, 3 6 9

 1 0, 2 6 6   9. 6

 1 7, 2 9 8

  0. 5

△1 6. 9 △1 2. 2

3 2

自 己 資 本 比 率

9 6 318年3月期第３四半期

9 7 9

  9, 4 1 5

  6. 6

19年3月期第３四半期

18年3月期第３四半期

2 4

2 4

5, 5 5 1, 9 3 5

取 締役頭取

総 資 産 純 資 産

2 7

 1 7, 3 8 6

0 2

1 1 8, 1 1 5  1 8, 0 6 5

- 1 -



株式会社  七十七銀行

（単位：百万円）

当四半期末(Ａ) 前四半期末(Ｂ) (参考）

(平成19年3月期 (平成18年3月期 平成18年3月期末

  第３四半期末）   第３四半期末）

  9 8 , 0 8 6   9 3 , 5 2 9    4 , 5 5 7  1 4 9 , 4 9 2 

  3 1 , 1 8 1   6 8 , 3 2 7 △  3 7 , 1 4 6   8 4 , 2 7 2 

  3 7 , 2 2 9    2 , 5 6 9   3 4 , 6 6 0   2 0 , 0 2 8 

  5 2 , 7 2 9   5 0 , 0 8 0    2 , 6 4 9   4 9 , 4 5 6 

 2 , 0 6 3 , 8 3 7  2 , 0 2 5 , 0 1 1   3 8 , 8 2 6  2 , 0 6 8 , 0 1 7 

 3 , 0 8 3 , 1 7 6  3 , 1 0 0 , 0 2 2 △  1 6 , 8 4 6  3 , 0 6 6 , 7 5 3 

 7 2 4  6 7 9   4 5    1 , 2 1 5 

  3 1 , 8 2 9   5 7 , 7 3 1 △  2 5 , 9 0 2   7 4 , 8 0 8 

  4 7 , 8 2 8   4 6 , 4 4 1 

  7 1 , 5 8 7 

   3 , 2 6 6 

   2 , 4 2 7    2 , 2 2 9  1 9 8    2 , 2 1 4 

  4 8 , 4 1 3   4 5 , 1 1 4    3 , 2 9 9   4 6 , 2 2 3 

△    6 9 , 2 1 0 △    7 4 , 2 9 8    5 , 0 8 8 △    6 9 , 5 6 9 

 5 , 6 0 1 , 6 2 3  5 , 5 5 7 , 3 8 8   4 4 , 2 3 5  5 , 5 5 1 , 9 3 5 

 4 , 7 1 0 , 7 4 0  4 , 7 3 0 , 0 3 3 △  1 9 , 2 9 3  4 , 7 2 1 , 2 4 6 

 2 8 8 , 9 6 0  2 5 3 , 6 1 0   3 5 , 3 5 0  2 2 6 , 2 8 0 

  1 3 , 3 6 6   1 8 , 8 3 3 △   5 , 4 6 7    8 , 7 5 2 

  1 4 , 9 2 4   1 5 , 4 8 5 △ 5 6 1   1 5 , 4 5 0 

 1 0 1  1 0 5 △   4  1 8 0 

  3 8 , 2 3 4   2 9 , 2 9 5    8 , 9 3 9   5 5 , 3 4 4 

  3 8 , 8 8 4   3 7 , 2 6 9    1 , 6 1 5   3 7 , 4 9 9 

   5 , 9 2 5    7 , 5 3 9   1 , 6 1 4    1 , 8 8 1 

  4 8 , 4 1 3   4 5 , 1 1 4    3 , 2 9 9   4 6 , 2 2 3 

 5 , 2 2 0 , 9 4 1  5 , 1 8 3 , 3 0 1   3 7 , 6 4 0  5 , 1 8 4 , 3 3 1 

   7 , 8 4 3    8 , 1 4 4 

  2 4 , 6 5 8   2 4 , 6 5 8 

   7 , 8 4 0    7 , 8 4 1 

 2 5 0 , 7 1 4  2 5 0 , 7 6 0 

  8 4 , 5 9 7   7 7 , 7 8 3 

△      1 , 5 6 7 △      1 , 5 8 6 

 3 6 6 , 2 4 3  3 5 9 , 4 5 8 

  2 4 , 6 5 8 

   7 , 8 4 4 

 2 5 8 , 7 1 1 

△      1 , 6 5 3 

 2 8 9 , 5 6 1 

  8 2 , 3 9 7 

 1 0 8 

  8 2 , 5 0 5 

   8 , 6 1 4 

 3 8 0 , 6 8 2 

 5 , 6 0 1 , 6 2 3 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

株 主 資 本 合 計

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価 ・ 換 算差額等合計

少 数 株 主 持 分

比 較

比 較 四 半 期  連 結 貸 借 対 照 表

コ ー ル ロ ー ン
 1 4 6 , 3 4 5  1 3 8 , 5 6 1    7 , 7 8 4 

(Ａ)－(Ｂ)
（ 資 産 の 部 ）

  1 2 , 5 8 0 

買 入 金 銭 債 権

利 益 剰 余 金

  7 1 , 4 7 2   6 1 , 3 9 0   4 6 , 0 1 4 

外 国 為 替

支 払 承 諾 見 返

有 価 証 券

貸 出 金

科          目

負債及び純資産の部合計

退 職 給 付 引 当 金

貸 倒 引 当 金

商 品 有 価 証 券

現 金 預 け 金

及 び 買 入 手 形

負 債 の 部 合 計

金 銭 の 信 託

有 形 固 定 資 産

譲 渡 性 預 金

及 び 売 渡 手 形

債券貸借取引受入担保金

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

無 形 固 定 資 産

資 産 の 部 合 計

（ 負 債 の 部 ）

繰 延 税 金 負 債

資 本 剰 余 金

（純 資 産 の 部）

（ 少 数 株 主 持 分 ）
少 数 株 主 持 分

（ 資 本 の 部 ）
資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

預 金

借 用 金

そ の 他 負 債

コ ー ル マ ネ ー

外 国 為 替

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 金

支 払 承 諾

 5 , 5 5 1 , 9 3 5 及 び 資 本 の 部 合 計

動 産 不 動 産

 5 , 5 5 7 , 3 8 8 

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 の 部 合 計

負 債 、 少 数 株 主 持 分

  1 5 , 3 7 6 
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株式会社  七十七銀行

（単位：百万円）

  9 3 , 7 1 4   8 7 , 9 6 3    5 , 7 5 1 

  6 5 , 1 9 7   5 9 , 5 2 7    5 , 6 7 0   8 0 , 4 7 5 

(   4 2 , 5 8 8 ) (   4 1 , 0 9 8 ) (    1 , 4 9 0 ) (   5 4 , 6 2 3 )

(   2 2 , 1 3 4 ) (   1 7 , 5 6 5 ) (    4 , 5 6 9 ) (   2 4 , 6 8 3 )

  1 3 , 2 4 5   1 2 , 4 7 2  7 7 3   1 6 , 7 9 8 

  1 4 , 0 8 6   1 3 , 1 5 0  9 3 6   1 7 , 8 2 2 

   1 , 1 8 5    2 , 8 1 2 △   1 , 6 2 7    3 , 0 1 9 

  7 6 , 3 2 8   7 0 , 6 6 5    5 , 6 6 3 

   5 , 9 5 6    3 , 1 5 7    2 , 7 9 9    4 , 4 4 2 

(    2 , 5 6 5 ) (  9 4 1 ) (    1 , 6 2 4 ) (    1 , 2 1 9 )

   3 , 6 0 2    3 , 4 6 4  1 3 8    4 , 5 3 7 

  1 4 , 2 9 8   1 2 , 3 1 4    1 , 9 8 4   1 7 , 4 4 3 

  4 5 , 3 2 9   4 4 , 7 3 4  5 9 5   6 1 , 1 6 9 

   7 , 1 4 1    6 , 9 9 4  1 4 7   1 2 , 4 5 7 

  1 7 , 3 8 6   1 7 , 2 9 8   8 8   1 8 , 0 6 5 

  9 3  3 0 4 △ 2 1 1  6 3 7 

 1 5 5  8 0 9 △ 6 5 4    1 , 0 9 2 

  1 7 , 3 2 4   1 6 , 7 9 3  5 3 1   1 7 , 6 1 0 

   6 , 5 6 2    6 , 7 3 7 △ 1 7 5    5 , 2 6 2 

― ― ―    1 , 9 4 0 

 4 9 5  6 8 6 △ 1 9 1  9 9 0 

  1 0 , 2 6 6    9 , 3 6 9  8 9 7    9 , 4 1 5 

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

      ２．当四半期および前四半期の法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しており

        ます。

平成18年3月期

（要　約）

(参考）

税金等調整前四半期(当期)純利益

前四半期(Ｂ)

(平成18年3月期

  第３四半期）

比 較

(Ａ)－(Ｂ）

科           目

当四半期(Ａ)

(平成19年3月期

  第３四半期）

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

そ の 他 業 務 収 益

経 常 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

( う ち 貸 出 金 利 息 )

(うち有価証券利息配当金)

特 別 利 益

経 常 利 益

そ の 他 経 常 費 用

( う ち 預 金 利 息 )

役 務 取 引 等 費 用

 1 1 8 , 1 1 5 

 1 0 0 , 0 5 0 

比 較 四 半 期  連 結 損 益 計 算 書（主要内訳）

四半期（当期）純利益

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

特 別 損 失
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四半期連結株主資本等変動計算書

株式会社  七十七銀行

当四半期（自　平成18年４月１日　　至　平成18年12月31日） （単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前連結会計年度末残高   2 4 , 6 5 8    7 , 8 4 1  2 5 0 , 7 6 0 △   1 , 5 8 6  2 8 1 , 6 7 4 

当四半期中の変動額

剰余金の配当 ― ― △   2 , 2 7 7 ― △   2 , 2 7 7 

役員賞与 ― ― △         3 8 ― △         3 8 

四半期純利益 ― ―   1 0 , 2 6 6 ―   1 0 , 2 6 6 

自己株式の取得 ― ― ― △         7 0 △         7 0 

自己株式の処分 ―    2 ―    4    6 

株主資本以外の項目の当
四半期中の変動額（純額）

― ― ― ― ― 

当四半期中の変動額合計 ―    2    7 , 9 5 0 △         6 6    7 , 8 8 6 

当四半期末残高   2 4 , 6 5 8    7 , 8 4 4  2 5 8 , 7 1 1 △   1 , 6 5 3  2 8 9 , 5 6 1 

評価・換算差額等
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

前連結会計年度末残高   7 7 , 7 8 3 ―   7 7 , 7 8 3    8 , 1 4 4  3 6 7 , 6 0 3 

当四半期中の変動額

剰余金の配当 ― ― ― ― △   2 , 2 7 7 

役員賞与 ― ― ― ― △         3 8 

四半期純利益 ― ― ― ―   1 0 , 2 6 6 

自己株式の取得 ― ― ― ― △         7 0 

自己株式の処分 ― ― ― ―    6 

株主資本以外の項目の当
四半期中の変動額（純額）

   4 , 6 1 3  1 0 8    4 , 7 2 1  4 6 9    5 , 1 9 1 

当四半期中の変動額合計    4 , 6 1 3  1 0 8    4 , 7 2 1  4 6 9   1 3 , 0 7 8 

当四半期末残高   8 2 , 3 9 7  1 0 8   8 2 , 5 0 5    8 , 6 1 4  3 8 0 , 6 8 2 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

少数株主持分 純資産合計
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株式会社  七十七銀行

  当行は、中間（連結）財務諸表等の作成基準をベースとしつつ、以下のとおり一部「簡便な手続き」

を採用して四半期財務・業績の概況を作成しております。なお、四半期財務・業績に関する計数は、監

査法人による監査を受けておりません。

 

〔「簡便な手続き」の内容〕

１．貸倒引当金の計上基準

      当四半期末の貸倒引当金は、平成18年12月末の自己査定結果に基づく対象債権残高に対し、平成

    18年９月中間期において適用した引当率に基づき計上しております。

２．法人税等の計上基準

      原則として、税引前純利益に重要な税務調整を加えた後の課税所得を基に未払法人税等を算出し

    ておりますが、一部の連結子会社については、簡便的に法定実効税率をベースとした年間予測税率

    により算出しております。このため、法人税等調整額は、「法人税、住民税及び事業税」に含めて

    表示しております。

　また、銀行法施行規則別紙様式の改正に伴い、当連結会計年度から以下のとおり表示方法の変更を行

っております。

  (1) 「動産不動産」は、「有形固定資産」「無形固定資産」「その他資産」に区分して表示しており

　　ます。

  (2) 「その他資産」に含めて表示していたリース資産は、「有形固定資産」「無形固定資産」に含め

  　て表示しております。

四半期財務情報の作成のための基本となる事項
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 （説明資料）
株式会社  七十七銀行

平成１８年度第３四半期財務・業績の概況について【単体ベース】

１．収益状況

   平成１８年度第３四半期のコア業務純益は227億56百万円（通期業績予想 260億円の88％）と

 なり、ほぼ計画どおりに推移しております。

   また、当四半期の経常利益は163億11百万円、四半期純利益は101億37百万円と、コア業務純益

 と同様に順調に推移しており、11月24日に公表した通期業績予想の修正はありません。

 

（単位：百万円）

[ ] [ ] [ ] [ ]

（注）１．コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益

      ２．18年度通期の業績予想は、平成18年11月24日に公表したものであります。

5,6615,318

不良債権処理損失（△）②

6,107

10,137

経 常 利 益

特 別 損 益

法人税 、住民税等 （調整額含 ）

業 務 純 益

臨 時 損 益

9,500

与 信 関 係 費 用 （ ① ＋ ② ） △ 343

26,000

23

7,377

826

う ち

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

62,764

55,736

24

7,931

903

545

42,120

16,000

△

株 式 等 関 係 損 益

う ち減 損 損 失

513447

34

23,248

う ち

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

国 債 等 債 券 損 益

経 費

う ち

物 件 費

業 務 粗 利 益

う ち

う ち

資 金 利 益

う ち外 国 為 替 売 買 損 益

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ①

人 件 費

一般貸倒引当金繰入前業務純益 22,421

22,756

103,000

18年度
第３四半期

17年度
第３四半期

（９ヵ月間） （９ヵ月間）

18年度
業績予想

4,335

前年同期比
（12ヵ月間）

経 常 収 益 74,37278,707

20,511

19,184

20,644

1,716

22,361

6,468

20,099

15,884

6,140

9,230

713

△

△

△

△

[ コ ア 業 務 純 益 ]

6,914

57

6,145

16,311

66

65,082

58,677

8,566

2,161

335

42,660

20,489

19,751

△

△

△

△

2,318

2,941

635

△ 1,258

△ 880

540

△ 546

△ 22

567

1,777

2,657

890

887

△ 446

△ 1,232

907

△ 689

△ 33

427

△ 1,547△ 2,093
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２．主要勘定等の状況（末残ベース）

（１）貸出金

       貸出金は、住宅ローンの増加等により18年９月末比95億円増加しました。
     　前年同期との比較では、低金利の貸出を圧縮したこと等から全体では 181億円減少してお
     りますが、コア貸出金ベースでは 185億円の増加となっております。

（単位：億円、％）

( ) ( ) ( ) ( ) ( )

（うち宮城県内）

（注）コア貸出金は、財務省、預金保険機構等向け貸出金及びローンパーティシペーションを除いた貸出金。

（２）預金（譲渡性預金を含む）

       預金と譲渡性預金の合計額は、個人預金の増加を主因に、18年９月末比 626億円増加しま
     した。

（単位：億円、％）

（うち宮城県内）

（注）宮城県内預金シェア（譲渡性預金は含まない）は、郵貯を除く。

（３）預り資産残高

       預り資産残高は、公共債、投資信託を中心に順調に推移し、18年９月末比 297億円増加し
     ました。

（単位：億円）

42.8 43.3

中 小 企 業 等 貸 出 比 率 70.0

宮城県内貸出金シェア 42.8 0.0 0.5△  

0.2△  1.3△  

7,009 6,818

297 6,035 5,833

70.2 71.3

うち住 宅 ロ ー ン 6,130 95

個 人 向 け 7,058 49 240

17,220

中 小 企 業 向 け 9,949 12 453△  9,937 10,402

うち中小企業等向け貸出 17,007

0.2△  

61

62.80.3

213△  16,946

個 人 向 け

62.3

貸 出 金 24,301 158 163 24,143 24,138

中 小 企 業 等 貸 出 比 率 62.6

16

7,279 7,082

うち住 宅 ロ ー ン 6,328 97 302 6,231 6,026

19,420

中 小 企 業 向 け 12,084 36△   254△  12,120 12,338

うち中小企業等向け貸出 5△   

30,809

貸 出 金 30,994

（ コ ア 貸 出 金 ） 30,994 95 185

95 181△  31,175

18年12月末 18年９月末 17年12月末
18年９月末比 17年12月末比

18年12月末

34,081

626

30,899

30,899

19,399

7,331 52 249

19,415

預金＋譲渡性預金合計

う ち個 人 預 金

422

17年12月末

763

678△  

0.7△  

31,40352

宮 城 県 内 預 金 シ ェ ア 52.3

4,722預 り 資 産 残 高

3,548

52.00.3

18年12月末

651

985177

34,09211△   33,313768

17年12月末18年９月末

50,031 49,874157 49,405
18年９月末比 17年12月末比

個 人 預 金

預金＋譲渡性預金合計

う ち

公 共 債

53.0

3,3311,391 4,425
18年９月末比 17年12月末比

18年９月末

32,11432,166

45,543 665 46,22144,878

投 資 信 託 106 335

297

757

93

314

3,371

89

253

2,563

外 貨 預 金 13△   

個 人 年 金 保 険 等

80 9△   

337 8423
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３．金融再生法ベースのカテゴリーによる開示

      18年12月末の要管理債権以下の合計残高は、18年９月末比 8億円減少し、 1,565億円

    となりました。

      不良債権（要管理債権以下）比率も18年９月末比0.04ポイント低下し、4.95％となり

    ました。

（単位：億円）

% % %

（参考）部分直接償却を実施した場合

      当行は部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の不良債権比率は

    4.02％となります。

（単位：億円）

% % %

４．自己資本比率

      19年３月末の自己資本比率は、単体・連結とも18年９月末と同水準となるものと見込
    んでおります。

（単位：％）

( ) (

( ) (

（注）上記予想値は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い変動することがあります。

12.17

18年12月末 18年９月末
18年９月末比

△ 0.05

31,184

29,912

422

246

11.55

19年３月末予想 18年９月末実績

)

)

11.30

11.92

12.2程度

合      計 （Ｂ） 130

4.02 4.07不良債権比率（Ａ）／（Ｂ）

部 分 直 接 償 却 額 306 3015

正 常 債 権

1,259 1,272小      計 （Ａ） 13△    

143

要 管 理 債 権

583 604危 険 債 権

5

21△    

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 3

危 険 債 権 583

正 常 債 権 143

21△    

5

8△    

18年12月末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 547555

18年９月末
18年９月末比

8

11.5程度

12.0程度単体自己資本比率［国内基準］

（ 基 本 的 項 目 比 率 ）

連結自己資本比率［国内基準］

（ 基 本 的 項 目 比 率 ）

要 管 理 債 権

小      計 （Ａ） 1,565

11.3程度

249

427

30,055

31,314

不良債権比率（Ａ）／（Ｂ） 4.95

604

30,055

1,573

422427

4.99

合      計 （Ｂ）

△ 0.04

29,912

31,48513531,620
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５．時価のある有価証券の評価差額
（単位：億円）

その他有価証券

株  式

債  券

その他

（注）満期保有目的の債券、子会社・関連会社株式で時価のあるものはありません。

６．デリバティブ取引

（１）金利関連取引

（単位：億円）

－ － －   － － －

金利スワップション － － － －

その他 － －

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

（２）通貨関連取引  

（単位：億円）

－ － －   － － －

通貨スワップ

為替予約

（注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

  なお、株式関連取引、債券関連取引、商品関連取引及びクレジットデリバティブ取引につい

ては、該当ありません。

1,872

16,117

2,564

1,178

1,241

110 △   

47

合 計

10

店 頭

契約額等 時 価 評価損益

取引所

時 価

0
店 頭

71

0

8△  

7△  

504

18年９月末
契約額等 時 価 評価損益

0

00

528

59

8△  

0

8△  

060

7△  7△  

合 計

18年12月末

0

種 類

取引所

10

91

18年12月末
種 類

18年９月末
契約額等 時 価 評価損益 契約額等 時 価 評価損益

1,323

166△    

682,570

1,953

15,867

評価差額
1,225

18年12月末 18年９月末
時 価

20,390
評価差額

20,553
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